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などにより議席のおよそ 3 分の 2 を占める安定政権の礎が築かれた。








国 内 政 治
政治の安定に向けて：国民議会選挙の実施，新首相の任命，統一共産党の誕生
　2017年末の連邦議会の下院にあたる代表議会選挙は CPN-UML と CPN-MC の
左派連合の勝利で幕を閉じた。国内政治において大きな動きがあったのは， 2 月
に入ってからであった。
　 2 月 ₇ 日に連邦議会の上院にあたる国民議会選挙が行われ，左派連合が代表議
会（下院）と国民議会（上院）でそれぞれ議席の 3 分の 2 近くを占める安定政権が誕
生した。国民議会はネパール憲法86 条 2 A 項 により ₇ 州の州議会議員および自
治体首長が選出する各州 ₈ 人の計56人（表 1 ）と86条 2 B 項により政府が推薦し





首長が選出する56人については，少なくとも女性 3 人，ダリット 1 人，障がいを
持つ人あるいはその他の少数者から 1 人を選出すること，特に政府が推薦する 3
名については少なくとも女性 1 人を含めることを規定している。選挙の結果，59
議席のうち，41議席を左派連合が占めることとなった。
　 2 月14日には，CPN-UML のオリ議長が第41代首相に選出され，翌15日に就任
し，第 2 次オリ政権が発足した。 3 月13日にはバンダリ大統領が再選を果たし，
連邦民主国家への一歩を踏み出した。第 2 次オリ内閣は，憲法76条 ₉ 項に従い，
25人で構成される。大臣は，首相就任時に 2 人が， 2 月26日に ₄ 人が， 3 月16日
に15人が， ₆ 月 1 日に 2 人が， ₈ 月 3 日に 3 人（うち 1 人は ₇ 月24日に失言への
批判を受け辞任したタマン法務・司法・国会大臣の後任人事）が任命された。
　連邦議会議席のおよそ 3 分の 2 を占める安定的な政権を樹立させた CPN-UML
と CPN -MC ではあったが，NCP として党の統合を果たしたのは，左派連合が誕
生して ₇ カ月が経過した 5 月17日になってからであった。 2 月19日にオリ CPN-
表 1 　国民議会（上院）選挙の結果
第 1 州 第 2 州 第 3 州 ガンダキ 第 5 州 カルナリ スドゥールパシュチム 合計
女性
CPN-UML
CPN-MC 2 1 2 2 2 3 2 14
NC 1 1 1 1 1 1 6
その他 1 1（SSF-N） 2
ダリット
CPN-UML









CPN-MC 2 1 2 2 2 3 2 14
NC 1 1 1 1 1 1 6
その他 1（RJP-N） 1





bhandari-okays-new-governments-national-assembly-nominee）お よ び， 選 挙 管 理 委 員 会
（http://election.gov.np/ecn/uploads/userfiles/rashtriyasabharesult.pdf）より筆者作成。
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議席の 3 分の 2 に迫る第 2 次オリ政権の発足
UML 議長とダハール CPN-MC 議長が統合に向けた ₇ 項目の合意に署名して以降
も， 2 度にわたって統合が延期された。 2 回目の期日は，ウラジミール・レーニ


















うちのおよそ11％が選挙後に地方政府統治法 ₄ 条 3 項「地方レベル協議会で 3 分
の 2 以上の賛成」によって名称，役場の所在地の変更を行ったことになる。憲法



















































　オリ首相は，マデシ人口の多い第 2 州とのつながりを強化するために ₆ 月 1 日
にマデシ系の連邦社会主義フォーラム・ネパール（SSF-N［ネパール語表記］／




す。2016年 1 月23日の第 1 次憲法改正後，マデシ系政党は，（1）国家的要職への





















　2017年に実施された選挙について欧州連合選挙監視任務（EU EOM）は， 3 月20
日に報告書を選挙管理委員会に提出した。EU EOM は2017年10月25日から2018年












































₆ 月30日からハンガーストライキを敢行，多くの医療関係者も支持した。 ₇ 月 ₄
日には，NC も KC 医師の支持を表明し，政治的な論争へと発展した。オリ首相
は ₇ 月10日に KC 医師の要求に応えることは非現実的と発言しながらも， ₇ 月26
日に医師会の抗議活動や世論を背景に政府は，KC 医師と改正に向けて ₉ 項目の
合意を図った。しかし，KC 医師の要望を取りこんだ改正案が年内に議会を通過

































































































よれば， ₇ 月12日に発生した洪水被害による同郡の被害総額は 1 億1930万ルピー
に上った。
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れ， 5 月のモディ首相来訪時に事前調査についての合意が交わされた。 ₄ 月29日
には58個のコンテナを積んだ試験走行の貨物列車がネパールのビラトナガルにほ
ど近いインドのビハール州バタナ駅に到着した。20年以上工事が中断していたア







































































































1 月 2 日 ▼ヤダブ選挙管理委員会委員長，国
民議会（上院）選挙を 2 月 ₈ 日に実施すること
をデウバ首相に提案。
5 日 ▼政府，上院議会選挙を 2 月 ₇ 日に実
施することを閣議決定。







17日 ▼ CPN-UML と CPN-MC， 上 院 議 会
選挙における議席配分を各29と14に決定。
▼ネパール政府，各州の州知事及び州都を
決定。州都は，第 1 州：ビラトナガル，第 2
州：ジャナクプル，第 3 州：ヘタウダ，第 ₄










7 日 ▼上院議会選挙実施。左派連合が 3 分
の 2 議席を獲得。
8 日 ▼タライでの寒波で野菜価格が急騰。



















3 月 2 日 ▼韓国産業人力公団，雇用許可シス
テム下で2019年に約7000人のネパール人労働
者の受け入れを表明。
















































4 月 3 日 ▼代表議会（下院）と国民議会（上院）
で構成される連邦議会の初の会合が開催。
5 日 ▼ インド国民会議派マニ・シャンカ
ル・アイヤール氏，モディ首相にネパール内
政に介入すべきでないと助言。
6 日 ▼オリ首相， 3 日間の予定で訪印。
12日 ▼共産党チャンド派の幹部 2 人， 1 週
間前のウダヤプルの爆発への関与で逮捕。
16日 ▼ギャワリ外務大臣， 5 日間の日程で
訪中。
17日 ▼ 中国，17座席の Y12e 航空機 2 機を
ネパール航空（NAC）に供与。
18日 ▼ ダ ハ ー ル 議 長，CPN-MC と CPN-








29日 ▼アルン第 3 水力発電プロジェクトの
事務所で爆弾が爆発。



















15日 ▼ゴビンダ KC 医師，法外な授業料を
設定している医科大学に対する行動を政府に
要求。
16日 ▼ CPN-UML と CPN-MC の統合。ネ
パール共産党（NCP）誕生。翌17日に発表。オ
リ，ダハール両氏が共同議長に。






























































7 月 3 日 ▼ゴビンダ KC 医師の抗議活動を支
持したカルナリの医療関係者，緊急時を除い
た病院のサービスを停止。
4 日 ▼ NC，ゴビンダ KC 医師を訪れて要
望を検討するための委員会を設置。KC 医師
への政府の対応をめぐり抗議活動を実施。




5 日 ▼ゴビンダ KC 医師，政府の医療援助
を拒否。





9 日 ▼ 先住民族組織 NEFIN など，ガンダ
キ州の名前を民族名にちなんだタムワン - マ
ガラトにするよう要求し，ゼネスト実施。



















▼デウバ NC 党首，ゴビンダ KC 医師を訪
問し NC の支持を伝える。






















部長，ダハール NCP 共同議長とデウバ NC
党首と会談。
31日 ▼ゴビンダ KC 医師との協定を受けて
全国医学教育法の改正案を NCP が提案。














30日 ▼  第 ₄ 回ベンガル湾多分野技術経済
協力（BIMSTEC）サミット，カトマンズで開
催。翌日，18のカトマンズ宣言締結で閉会。
31日 ▼ 政府，カトマンズ = ラクソウル鉄
道敷設の予備調査についての覚書をインドと
交換。







17日 ▼ニルマラの両親，第 ₇ 州の議員，人
権活動家とともにオリ首相を訪問。
18日 ▼ 5 歳から12歳までの学校教育の無償
化を定めた無償義務教育権利法が発効。











10月 1 日 ▼オリ首相，コスタリカの国連平和
大学から名誉博士号を授与。

















11月 1 日 ▼世界銀行，ワーキングペーパーの
なかで2018年度のネパールの経済成長を
6.3％と予測。







21日 ▼ NCP の22人の中央委員会メンバー，
中央委員会の早期招集を要求する覚書を党委
員長に提出。





















































































　 2 　政府要人および第 2 次オリ内閣
（2018年発足）の閣僚
大統領 Bidya Devi Bhandari ＊（NCP）
副大統領 Nanda Bahadur Pun（NCP）
代表議会議長（Hose of representative）
  Krishna Bhadur Mahara（NCP）
同副議長 Shiva Maya Tumbahamphe2）（NCP）
国民議会議長 Ganesh Prasad Timilsina（NCP）
同副議長 Shashikala Dahal（NCP）
　閣僚会議大臣（Council of Ministers）
首相 K.P. Sharma Oli（NCP）
副首相，国防省 Ishwor Pokharel（NCP）
副首相，保健・人口省
 Upendra Yadav（SSF-N） 
内務省 Ram Bahadur Thapa（NCP）




 Girirajmani Pokharel（NCP） 
産業・商業・供給省
 Matrika Prasad Yadav（NCP）
公共事業・交通省 Raghubir Mahaseth（NCP） 
労働・雇用・社会保障省 Gokarna Bista（NCP）
森林・環境省 Shakti Bahadur Basnet（NCP）
連邦制度・総務省 Lal Babu Pandit（NCP）
女性・子供・高齢者省
 Tham Maya Thapa ＊（NCP）
財務省 Yuvaraj Khatiwada（経済学者）
青年・スポーツ省
 Jagat Bahadur Sunar（Bishwakarma）（NCP）
文化・観光・民間航空省
 Rabindra Prasad Adhikari1）（NCP） 
法務・司法・国会省
 Bhanu Bhakta Dhakal2）（NCP）
農業・畜産開発省 Chakrapani Khanal（NCP） 
水供給省 Beena Magar ＊（NCP）
都市開発省 Mohamed Istiyak Rai（SSF-N）
通信・情報 ･ 技術省
 Gokul Prasad Baskota（NCP）
土地 ･ 協同組合・貧困撲滅省
 Padma Kumari Aryal ＊（NCP）
　国務大臣（State Ministers）
保健・人口省
 Surendra Kumar Yadav（SSF-N）　
文化・観光・民間航空省
 Dhana Bahadur Budha（NCP） 
農業・畜産開発省
 Ram Kumari Chaudhari ＊（NCP）
（注） 氏名の後のカッコ内は所属政党。NCP：
ネ パ ー ル 共 産 党，SSF-N： 連 邦 社 会 主 義
フォーラム・ネパール。＊は女性。 1 ） 2019
年 2 月27日にヘリコプター事故で死去。 2 ） 
₇ 月24日に辞任した前大臣に替わり ₈ 月 3 日
に就任。
（出所）　ネパール政府ウェブサイト（https://
www.nepal .gov.np/Nat ionalPor ta l /v iew-
p a g e ? i d = 41）， M y  R e p u b l i c a（ h t t p s : / /
myrepublica.nagariknetwork.com/news/uml-
leader-shivamaya-tumbahamphe-elected-deputy-
speaker/），Nepal Research　Website on Nepal 
and Himalayan Studies Politics（Council of 






2013/14 2014/15 2015/16 2016/17 2017/181）
人 口（100万人） 27.6 28.0 28.3 28.7 29.1 
消 費 者 物 価 上 昇 率（％） 9.1 7.2 9.9 4.5 6.0 
為替レート2）（ 1 ドル＝ルピー） 98.3 99.5 106.4 106.2 104.1 
（注）　 1 ）暫定値。 2 ）外貨売り渡しと買い取り価格の年平均値。
（出所）　Government of Nepal, Ministry of Finance, Economic Survey 2017/18, Macroeconomic Indicators.
　 2 　支出別国内総生産（名目価格） （単位：100万ルピー）
2013/14 2014/15 2015/16 2016/17 2017/18
消 費 支 出 1,730,312 1,934,046 2,161,519 2,326,851 2,555,904
政 府 部 門 201,915 232,532 259,704 299,852 351,264
民 間 部 門 1,493,375 1,662,962 1,861,157 1,980,462 2,154,072
非 営 利 部 門 35,022 38,552 40,659 46,536 50,567
総 資 本 形 成 808,758 831,983 763,416 1,208,672 1,556,430
政 府 総 固 定 資 本 形 成 94,979 110,254 160,502 169,543 233,647
民 間 総 固 定 資 本 形 成 367,034 485,568 486,792 671,150 792,001
在 庫 変 動1） 346,744 236,160 116,123 367,979 530,783
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入 800,552 883,444 885,111 1,133,319 1,369,324
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 226,022 247,565 213,338 240,392 264,235
国 内 総 生 産（GDP） 1,964,540 2,130,150 2,253,163 2,642,595 3,007,246
（注）　 1 ）在庫変動が残留して引き出されるので統計上の誤差 / エラーが含まれる。2017/18年度の推計
による。
（出所）　Government of Nepal, Ministry of Finance, Economic Survey 2017/18, Table 1.6: GDP by Expenditure 
Method（at current prices）.
　 3 　産業別国内総生産（2000/01年固定価格） （単位：100万ルピー）
2013/14 2014/15 2015/16 2016/17 2017/18
農 林 水 産 業 237,522 240,137 240,681 253,197 260,330
鉱 業 ・ 採 石 3,159 3,233 3,143 3,575 3,949
製 造 業 47,888 48,068 44,223 48,510 52,408
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 15,213 15,331 14,168 17,075 18,070
建 設 業 41,580 42,766 40,904 45,987 50,878
卸小売・宿泊・飲食サービス業 106,309 108,995 105,674 115,564 126,117
運 輸 ・ 倉 庫 ・ 通 信 業 70,420 74,807 76,314 81,384 85,785
金融・不動産業・ビジネス支援活動 82,707 83,939 88,448 94,529 99,873
公 務 ・ 国 防 12,418 13,516 13,857 15,113 16,560
教 育 46,646 49,021 52,613 56,059 58,764
保 健 衛 生 ・ 社 会 事 業 10,472 11,662 12,041 12,925 13,741
そ の 他 の サ ー ビ ス 28,722 32,317 34,111 36,016 38,013
国 内 総 生 産（GDP） 739,754 764,336 768,835 829,617 881,798
実 質 Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％） 6.0 3.3 0.6 7.9 6.3 
（出所）　Government of Nepal, Ministry of Finance, Economic Survey 2017/18,Table 1.5: Gross Value Added by 
Industrial Classification（Base year 2000/01 Prices）.
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2018年　主要統計
　 4 　対外貿易 （単位：1000万ルピー）
2015/16 2016/17 2017/181）
輸　出 輸　入 輸　出 輸　入 輸　出 輸　入
％ ％ ％ ％ ％ ％
インド 3,949.4 56.3 47,721.3 61.7 4,144.9 56.7 63,367.0 64.0 3,053.6 57.2 50,223.1 65.4
中 国 168.2 2.4 11,569.4 15.0 170.1 2.3 12,724.5 12.9 186.5 3.5 10,089.7 13.1
その他 2,894.2 41.3 18,069.2 23.4 2,989.8 40.9 22,919.9 23.1 2,102.2 39.4 16,423.0 21.4
合 計 7,011.8 100.0 77,359.9 100.0 7,304.8 100.0 99,011.3 100.0 5,342.3 100.0 76,735.8 100.0
（注）　 1 ）2017年 ₇ 月16日から2018年 3 月15日までの暫定値。
（出所）　Government of Nepal, Ministry of Finance, Economic Survey 2017/18, Annex 6, Table 6.1: Status of 
Foreign Trade（Rs in ten Million）.
　 5 　国際収支　 （単位：1000万ルピー）
2014/15 2015/16 2016/17 2017/181）
経 常 収 支 10,832.0 14,041.9 -1,013.1 -15,395.9 
貿 易 ・ サ ー ビ ス 収 支 -63,587.9 -67,177.3 -89,292.7 -69,656.5 
貿 易 収 支 -66,349.7 -68,162.2 -89,581.8 -69,425.7 
サ ー ビ ス 収 支 2,761.8 984.9 289.1 -230.8 
所 得 収 支 3,424.3 3,400.4 3,099.5 341.4 
経 常 移 転 収 支 70,995.7 77,818.7 85,180.1 53,919.1 
資 本 移 転 等 収 支 1,481.1 1,698.7 1,336.3 1,194.3 
金 融 収 支 1,802.4 2,963.8 2,664.0 1,859.3 
直 接 投 資 438.3 592.1 1,350.4 1,424.4 
証 券 投 資 0.0 0.0 0.0 0.0 
そ の 他 投 資 1,481.1 1,698.7 1,336.3 1,194.3 
誤 差 脱 漏 1,820.0 1,685.0 3,342.3 8,334.3 
総 合 収 支 15,935.5 20,389.5 6,329.4 -4,008.1 
（注）　 1 ）2017年 ₇ 月16日から2018年 3 月15日までの暫定値。
（出所）　Government of Nepal, Ministry of Finance, Economic Survey 2017/18, Table  6.11:  Balance of 
Payment Summary（Rs in ten  Million）.
　 6 　国家財政 （単位：10万ルピー）
2016/17 2017/181） 2018/192）
総 収 入 7,317,864 7,645,139 8,901,335 
歳 入 6,125,975 7,283,500 9,455,580 
税 収 5,538,665 6,577,515 8,383,479 
非 税 収 553,130 705,985 1,072,101 
贈 与 319,323 361,639 588,155 
総 支 出 7,273,637 9,382,487 11,594,457 
経 常 支 出 5,186,143 6,995,863 8,454,475 
資 本 支 出 2,087,494 2,386,624 3,139,982 
（総 収 入 － 総 支 出） 828,339 -1,737,348 -2,693,122 
資 金 調 達
政 府 貸 付 金 259,709 160,547 389,713 
政 府 出 資 金 197,077 418,097 580,805 
外 国 借 款（純） -353,096 -446,618 -2,294,285 
国 内 借 入（純） -497,766 -1,248,613 -1,369,355 
残 高 434,263 620,761 0 
（注）　 1 ）修正値。 2 ）推定値。
（出所）　Government of Nepal, Ministry of Finance, 29 May 2018, Budget Speech of Fiscal Year 2018/19, 
Budget Summary Annex-1.
